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長 野 県

特定地域づくり事業協同組合制度に関する提案

○特定地域づくり事業協同組合制度における派遣可能な業務の拡大
○ 特定地域づくり事業協同組合制度における組合員以外への派遣が可能
な利用量割合の拡大
○ 特定地域づくり事業協同組合制度において組合が位置する市町村以外
への派遣が可能となるような見直し
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1（出典：総務省）

制度概要
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現状

・生坂村特定地域づくり事業協同組合（生坂村）
・おたり地域づくり協同組合（小谷村） 計２組合

県内の認定組合

生坂村特定地域づくり事業協同組合 おたり地域づくり協同組合

認定年月日 令和３年８月３日 令和３年11月24日

派遣職員数 ２名 ３名

主な派遣先
農業（ぶどう）、総合工事業（事
務）、介護事業（社会福祉協議会）、

地方公務（村）
娯楽業（スキー場）、飲食料品
小売業・飲食業（道の駅）

県内で活用意向がある市町村
・・・１町

以降、新規認定なし。
活用意向があるのも１町のみ。
他にもいくつかの市町村で検討の
動きはあるが、いずれも具体化は
していない。
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生じている支障

年間を通じた雇用の確保が難しく、安定した組合運営や、
組合の新規設立に至らない

人口急減地域にある農山村・・・産業構造に偏り（主に農業）

冬期（農閑期）に派遣する仕事がない

●他産業への派遣・・・派遣が禁止されている業務がある（労働者派遣法第４条）
⇒建設業や林業（建設業務を含む地ごしらえ、植栽）等への
派遣は不可能

●組合員以外への派遣・・・組合員の年間総利用分量の100分の20以下に限られる
（中小企業等協同組合法第９条の２第３項）
⇒冬期間の派遣先となり得る事業所（役場等）があっても、
組合員になることができないため、冬期（約３か月間）
を通じた派遣先とすることは不可能

●他地域への派遣・・・組合が位置する市町村以外の事業所への派遣禁止
（人口急減地域特定地域づくり推進法第19条）
⇒他地域に冬期の仕事があったとしても派遣は不可能
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生じている支障

・農閑期の派遣先確保が課題。
・建設業において現場作業ができるようになれば、
冬期にも仕事はある。
・別の組合とは繁忙期が逆なので、相互に派遣し合う
ことができればよい。

認定済みの組合

未活用自治体
（数市町村）

・農業の担い手が不足しており、その面で活用したい
が、１月～３月の仕事の確保が課題である。
・建設業や林業等の仕事はあるが、派遣が禁止されて
いる。
・昨年度活用を検討したが、冬期の仕事が限られてお
り、役場への派遣も、利用量の制限があることなど
から、「実現可能性なし」として検討がストップし
ている。
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提案内容及び見直しによる効果

特定地域づくり事業協同組合制度において、同制度を活用する組合が安定した通年
雇用を実現できるよう、
① 派遣可能な業務を労働者派遣法第４条で派遣が禁止されている建設業務などに
拡大すること

② 中小企業等協同組合法により100分の20以内に制限されている組合員以外の者
による事業の利用可能な割合を拡大すること

③ 人口急減地域特定地域づくり推進法により規制されている組合が位置する市町
村の区域外の事業所への派遣が可能となるよう緩和すること

地域で派遣可能な仕事が増えることにより、特定地域づくり事業協同
組合が安定した通年雇用を確保することができ、移住者を派遣職員と
して採用することにより、地域社会を維持・活性化するための担い手
確保や移住・定住の促進につながる。

提案内容

効 果
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